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Abstract
In “Regional Revitalization”, tourism promotion plays an important role to contribute to sustainable social and 
economic development. In particular, “Community Based on Tourism” one type of endogenous development has been 
drawing attention. Recently, it has been developed in “DMO” which is based on destination management. In this 
paper, I focus on how regional residents has been involved in utilization possibility of Community Based on Tourism. 
As a specific case, I will discuss, Hongu-town, Tanabe City, Wakayama Prefecture which is famous for historic tourist 
sites and areas around the world heritage site.
はじめに
地方創生期にある日本各地では、地域再生と地域経済
拡大のための手段として観光振興が求められている。
このとき、観光振興による経済効果を高めて地域再生
へ繋げるには、地域を訪問する観光者数を増やすだけで
はなく、地域内での 1 人あたりの消費額を上げる必要が
ある。日本全体の観光消費額をみると、現在は日本人の
国内宿泊旅行と国内日帰り旅行が大半を占めている。し
かし近年は、消費額の比率は国内旅行よりも小さいなが
らも、訪日外国人旅行者による消費額が伸びてきてい
る 1。政府は 2003 年に「観光立国」を宣言して以降、訪
日外国人観光者をターゲットとしたビジット・ジャパン・
キャンペーンをはじめ、査証発給条件の大幅な規制緩和
や消費税免税制度の拡充など、外貨獲得を目的とした様
ざまな取り組みを展開している。
また、日本人・外国人観光者のいずれも旅行内容へ対
するニーズが多様化しており、物見遊山的な内容ではな
く、観光目的地において地域特性に応じた体験・交流を
求める傾向が生じている。そこで、政府により地域資源
を活用して体験型・交流型の要素を取り入れた「ニュー
ツーリズム 2」の振興が図られている。その際、地域資源
を活かす効果的な観光手法として「着地型観光」がある。
着地型観光とは 2000 年代初頭に登場した手法であり、
特徴として観光者を受け入れる「着地」側である地域住
民が主体となることがあげられる。これは、地域住民が
地域の潜在的な観光資源を発掘し、プログラム化し、そ
して旅行商品として市場へ発信・集客を行うといった、
一連の取り組みを行う観光事業である 3。地域を「知る」
地域住民により、地域の魅力である地域資源を活用した
内容の旅行商品が造成されるため、地域特色を求める観
光者の満足度を高めるものとして期待される。また、地
域資源を活用する際に、地域内の多様な利害関係者と結
びつくことで経済波及効果を生み出す可能性もある。現
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在は日本各地で多くの取り組み事例がみられ、増加する
訪日外国人観光者を地域へ誘客する手段としても活用さ
れている。
しかし、着地側である地域は誘客だけではなく、観光
者を受け入れる役割も果たさなければならない。人口減
少、高齢化、そして限界集落化などに因り地域コミュニ
ティが衰退・崩壊していくなかにあって、着地型観光に
おける地域資源や人材の持続可能性はどのようになって
いるのだろうか。特に市町村合併後は広範な面積となっ
ているため、多様な地域特性、文化・伝統、そして生活
スタイルがあるにも関わらず、大きな行政区画における
取り組みだけでは見えてこない課題もあるだろう。
以上を踏まえ本稿では、①観光者の受入れ担い手であ
る地域住民、②持続可能な観光資源、そして③地域資源
の価値を生み出す仕組み、の 3 点に焦点をあて、地域再
生と地域経済に資する着地型観光の発展可能性について
考察することを目的とする。事例として、筆者が 2010
年より研究調査地としている和歌山県田辺市、とりわけ
旧本宮町を取り上げる。当該地域は、顕著な観光資源と
して歴史的温泉地や世界遺産「紀伊山地の霊場と参詣道」
の構成資産を有している。地域住民は、宿泊業・飲食サー
ビス業への就業者が多い 4。しかし、人口減少が続いて
おり、高齢化率は田辺市旧市町村のなかで最も高い状況
にあるため、観光人材の不足と高齢化は否めない。この
状況下で近年は外国人観光者数が増加していることもあ
り、観光関連組織は受入れ対応に精力的に取り組まれて
いる。
1．本稿で捉えようとする 3 点の動向整理
本章では、①観光者の受入れ担い手である地域住民、
②持続可能な観光資源、そして③地域資源の価値を生み
出す仕組み、に関わる 3 つの動向についてあらかじめ整
理を試みる。
1．1．地方の人口減少と観光地における人手不足
日本の総人口は 2008 年をピークとして減少に転じて
おり、これに伴い、地方で生じている都市部への人口流
出や消費・経済力低下に歯止めをかけるべく、2014 年
にまち・ひと・しごと創生法が制定された。政府をはじ
め都道府県および市町村ごとに「人口ビジョン」「総合
戦略」が策定され、また、2015 年には「国土のグラン
ドデザイン 2050」策定されて「コンパクト＋ネットワー
ク」が強調されるなど、経済成長戦略、地方制度改革、
そして国土計画の見直しにより、地域の再生や再構築が
模索されている。
2014 年 12 月に策定された「まち・ひと・しごと創生
長期人口ビジョン―国民の『認識の共有』と『未来への
選択』を目指して―（以下、「まち・ひと・しごと創生長
期人口ビジョン」）」では、人口減少の状況は地域によっ
て異なるということで、大きく三段階に分けられている 5。
第一段階 若年人口は減少するが、老年人口は増加　
する
第二段階 若年人口の減少が加速するとともに、老　
年人口が維持から微減へと転じる
第三段階 若年人口の減少が一層加速化し、老年人　
口も減少していく
上記段階のうち、東京都区部や中核市・特例市は「第
一段階」に、人口 5 万人以下の地方都市は「第二段階」に、
そして過疎地域の市町村は「第三段階」に該当すると言
及されている。若年人口は「生産年齢人口」にも該当す
るため、この年齢層の減少は地域経済の縮小へ直結して
いく。そこで、観光地が第三段階に該当する場合、将来
的に人材不足は深刻な問題となっていることが窺える。
1．2．観光による地域の経済効果向上のための 3 つの構
成要素
観光立国の下、これまで観光立国推進基本法、観光立
国推進基本計画、「明日の日本を支える観光ビジョン（以
下、「観光ビジョン」）」などが定められており、いずれ
も観光が日本経済の柱となるように成長させることが目
的とされている。
政府による多くの観光施策のうち「観光ビジョン」は、
観光を日本の基幹産業となる「観光先進国」へ成長させ
るために、2016 年 3 月に策定されたものである。これ
によると、観光振興は地方創生のなかで重要な位置づけ
にあることがわかる。とりわけ訪日外国人旅行者に着目
されており、1 人当たりの消費単価が日本人よりも高い
ことから、消費額の目標数値も高く設定されている。ま
た、観光を地方創生につなげていくためとして、地方部
への外国人旅行者の訪問を増大させていくことが必要で
あるとも言及されている。とりわけ、地方部（三大都市
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圏以外）の外国人延べ宿泊者数の比率増加が掲げられて
おり 6、地域には訪日外国人を対象とした滞在型観光に
よる消費拡大の仕掛けづくりが求められている。
ここで、観光消費が地域経済に与える効果の向上につ
いて、公益財団法人日本交通公社（2014）が提示してい
る 3 つの構成要素を本稿における考察の参考としたく紹
介する 7。それは、①旅行者を増やす×②１人当たりの
観光消費単価を上げる×③域内調達率を高める、である。
①と②を掛け合わせると観光消費額として現れる。③は、
原材料、商品、人材（雇用）などを地域内から仕入れる
割合のことである。この域内調達率が低くなると、観光
消費額が高くても、結果として地域外へ流出する金額が
多くなる。つまり、持続可能な地域資源の確保、地域産
品の活用、そして地域内での人材確保を考えることは、
地域経済拡大のための重要な対策となる。
1．3．観光地域づくりにおける「地域」の捉え方　
着地型観光の手法による地域資源を活かした観光商品
づくりには段階がある。大きくは 4 つのステップから成
り、①（潜在的な）地域資源探し、②地域資源磨き、③
地域の関係者で共有できる宝化、④社会実験等を行い、
観光客の反応をみて、商品として提供できるかどうかを
判断、となる 8。つまり、地域資源に観光的価値を付加
することで、地域経済への波及効果を生み出し、観光地
域づくりへつなげようとしている。
ここで、観光地域づくりを実現するためには、地域
の「稼ぐ力」を引き出す取り組みが重要となる。しか
し日本において、これまでの観光地域づくりは観光行
政を中心に行われていることが多く、①関係者の巻き込
みが不十分、②データの収集・分析が不十分、③民間的
手法の導入が不十分であった 9。そこで、地域の多様な
関係者を巻き込み、科学的アプローチ 10 を導入した官民
一体の観光地経営体として、Destination Management/
Marketing Organization（以下、DMO）が登場するこ
ととなった。観光庁は、2015 年 12 月より日本版 DMO
候補法人登録制度を開始している。2017 年に策定され
た「観光立国推進基本計画」のなかでも、国際競争力の
高い魅力ある観光地域づくりとして、2020 年までに世
界水準DMOを100組織形成することが掲げられている。
このように地方創生に資すると注目されている日本版
DMO ではあるが、今後取り組むべき課題も出ている。
例えば高橋一夫（2017）は、優先順位が高いものとして
「専門人材の確保・養成」と「多様で安定した財源確保」
をあげている 11。いずれも地域の観光振興を支えてきた
観光行政や観光協会などの観光振興組織に係る課題であ
る。その他、日本における DMO については導入されて
から間もないため、Ｍ（Management/Marketing）に関
する議論が多くみられる。しかし、本稿で注目したいの
は、D（Destination）についてである。日本版 DMO は
官民一体となった観光振興組織であるため、対象となる
区域は自治体になる。そのなかにあって、観光者の目的
地として設定された「観光地」について、地域特性と受
入れの担い手となる地域住民の現状がどれほど把握・反
映されているのであろうか 12。
2．和歌山県田辺市の特徴
2．1．観光資源
2．1．1．田辺市
本稿に関連する和歌山県田辺市の観光資源の特徴につ
いて、以下に 2 点あげる。
第一に、2005 年 5 月に市町村合併により、市面積が
近畿圏内で最大となっていることに関連する。（新）田
辺市は、（旧）田辺市、日高郡龍神村、西牟婁郡中辺路
町、西牟婁郡大塔村、そして東牟婁郡本宮町の 5 市町村
といった異なる行政区画から分離して合併しており、海
岸部、平地部、中山間部、そして山地部といった広範囲
に及ぶ地理的条件を背景として多様な歴史文化や生活ス
タイルを有している。そのなかで、観光資源も多岐にわ
たっている。
第二に、2004 年に世界遺産リストに記載された「紀
伊山地の霊場と参詣道」の構成資産を有することに関係
する。とりわけ、熊野参詣道の 1 つ「中辺路」は、市町
村合併によって大部分が田辺市域内に所在することとな
り、現在では市の大きな観光資源として位置づいている。
また、2014 年 5 月、田辺市はスペイン国ガリシア州サン
ティアゴ・デ・コンポステーラ市と観光交流協定を締結
している。これは 1993 年に「サンティアゴ・デ・コン
ポステーラの巡礼道」が世界遺産では初めて「巡礼道」
としてリスト記載されていたことに拠る。田辺市は熊野
詣の目的地である熊野本宮大社を有していることから、
熊野参詣道を「日本の巡礼道」としてストーリー構築・
提示できる利点を持っている。
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2．1．2．田辺市旧本宮町
田辺市旧本宮町の観光資源の特徴について、以下に 3
点あげる。
第一に、熊野詣にはじまる歴史的観光地であることに
関係する。複数の温泉地（湯峰温泉・川湯温泉・渡瀬温
泉）を有し、とりわけ湯峰温泉は湯治場・湯垢離場とし
て知られており、日本最古の温泉であると伝わる「つぼ
湯」は世界遺産の構成資産にも含まれている。そのため、
旧本宮町は田辺市のなかで顕著な観光資源を有する地域
となる。
第二に、世界遺産の構成資産のうち、重要な意味を有
するものの所在地となっていることに関係する。熊野本
宮大社をはじめ、旧社地である大斎原、熊野参詣道（中
辺路）、つぼ湯（湯峰温泉）などが所在するため、田辺
市のなかで重要な観光地として位置づいている。
第三に、上記 2 つのような顕著な観光資源とは異な
り、未だ観光価値が付加されていない地域資源に関係す
る。エコツーリズムの手法ではあるが、真板昭夫（2017）
は地域の地形や気候との関わりによって地域文化や生活
様式が生み出されたことに着目して、5 つの分野からの
「宝探し（地域資源探し）」を提唱している。それは、①
自然、②生活の知恵、③歴史・文化、④産業、⑤名人、
である 13。旧本宮町は 1956 年に三里村、本宮村、四村、
請川村、そして敷屋村の一部が合併している。歴史を辿
ると、更に合併の歴史が出てくる。そのため、上記 5 つ
の分野に沿って地域資源を探した場合、現在の行政区画
からは「見えてこない／忘れられている」潜在的なもの
が出てくると推測される。それが、顕在化している観光
資源とつながる場合もあるだろう。
2．2．田辺市の人口推移
次に本節では、「田辺市人口ビジョン」（2015 年 12 月
策定）と田辺市「住民基本台帳」を用いて、田辺市の人
口推移の特徴をみていく。
「田辺市人口ビジョン」によると、生産年齢人口は将
来的に現在の半分以下の水準に減少することが見込まれ
ている。また、「人口の変化が将来の地域に与える影響」
として、労働力不足、地域経済の縮小、社会環境の悪化、
地域社会の維持、農地・林野の維持、国土の保全、教育
環境、医療・福祉、地方行財政について、それぞれの可
能性があげられている 14。
2．2．1．田辺市の年齢別人口推移
田辺市の現在（2017 年 6 月末）の人口は、75,733 人
となっている。図１は、田辺市「住民基本台帳」を基に
して、年齢別人口の推移（年少人口、生産年齢人口、老
年人口）を表したものである。
図１：田辺市年齢別人口（2005 年～ 2017 年）［単位：人］
出所：田辺市「住民基本台帳」をもとに筆者作成 15
2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年
老年人口 21,025 21,292 21,654 22,007 22,208 22,348 22,182 22,254 22,862 23,329 23,576 23,739 23,934
生産年齢人口 52,479 51,781 50,930 50,032 49,258 48,732 48,405 47,872 47,044 45,910 44,963 43,894 43,018
年少人口 12,163 11,902 11,575 11,260 11,071 10,858 10,604 10,349 10,211 9,877 9,629 9,379 9,094
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図 1 より、人口減少の状況について「まち・ひと・し
ごと創生長期人口ビジョン」の三段階に当てはめてみる
と、年少人口は減少しているが老年人口は増加している
ため、「第一段階」にあることがわかる。ここだけをみ
ると、田辺市の人口減少スピードは「速くない」状況に
あるという見方になる。
しかし、生産年齢人口に焦点をあててみると、減り幅
が大きいことがわかる。この点について「田辺市人口ビ
ジョン」でも、老年人口と生産年齢人口の割合を産出し
て整理されている。図 1 に従うと、2005 年の合併当初
は高齢者 1 人に対して約 2.5 人の生産年齢人口の割合で
あったが、2017 年では高齢者 1 人に対して約 1.8 人の生
産年齢人口の割合となっている 16。
2．2．2．田辺市旧町村の生産年齢人口の推移
図 2 は田辺市における生産年齢人口について、旧市町
村の占有率の推移を表したものである。これをみると、
総人口数と同様に旧田辺市が全体の 85％強を占めてい
る。そして、この占有率は年々高くなっている。そのた
め、田辺市内の人口移動現象として、旧田辺市への一極
集中が進んでいることが窺える。
2．2．3．旧田辺市以外の旧町村における生産年齢人口の
推移
図 3 は、旧田辺市以外の旧町村（旧本宮町、旧大塔村、
旧中辺路町、旧竜神村）における「生産年齢人口」の推
移を表したものである。これをみると、合併以降も旧町
村は全体的に減少傾向にあるが、特に旧本宮町と旧龍神
村は減少数が多いことがわかる。
図２：田辺市における旧市町村の生産年齢人口占有率の推移［単位：人］
出所：田辺市「住民基本台帳」をもとに筆者作成 17
図３：田辺市における旧町村の生産年齢人口の推移［単位：人］
出所：田辺市「住民基本台帳」をもとに筆者作成 18
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図 4 は、旧本宮町の人口（年少人口、生産年齢人口、
老年人口）推移を棒グラフで、そのうち「15 歳～ 19 歳」
と「20 歳～ 24 歳」の推移を折れ線グラフで表したもの
である。これをみると、特徴として大きく２点あげら
れる。第一に、人口減少の状況について「まち・ひと・
しごと創生長期人口ビジョン」の三段階に当てはめて
みると、年少人口、生産年齢人口、そして老年人口も
いずれも減少が加速しているため、「第三段階」にある
ことがわかる。2017 年 3 月時点の高齢化率は 46.6% と
なっており、この数値は旧市町村のなかで最も高く、
限界集落に近い状況にある。第二に、「15 歳～ 19 歳」「20
歳～ 24 歳」の人口推移をみると、「15 歳～ 19 歳」は近
年急激に減少し、「20 歳～ 24 歳」は微増傾向にあるこ
とがわかる。この原因については転入者の動向を調べ
るべきではあるが、旧本宮町の範囲では、全国的にみ
られる東京圏一極集中の傾向とは異なる動きにあるこ
とがわかる。
2．3．2．旧本宮町伏拝地区の年齢別人口推移
図 5 は旧本宮町内でも更に小さな範囲となる伏拝地区
を取り上げたものである。伏拝地区は世界遺産周辺地域
に位置し、世界遺産「熊野参詣道」の構成資産と緩衝地
帯沿いに展開する集落である。その伏拝地区の人口（年
少人口、生産年齢人口、老年人口）推移を棒グラフで、
そのうち「15 歳～ 19 歳」と「20 歳～ 24 歳」の推移を
折れ線グラフで表している。
これをみると、特徴として大きく 2 点あげられる。第
一に、全人口に占める老年人口の割合が高い。2017 年 3
月時点の高齢化率は 54% となっており、「限界集落」の
状況にある。第二に、「15 歳～ 19 歳」は減少している
ものの、「20 歳～ 24 歳」については近年少しではある
が増加している。この原因については、上述した旧本宮
町と同様に転入者の動向を調べる必要がある。
2．3．旧本宮町の人口推移
上記「2. 2. 田辺市の人口推移」より旧市町村ごとに人
口減少に特徴が出ていることが窺える。そこで以下では、
本稿で事例として取り上げる旧本宮町の人口推移の現状
を取り上げて確認してみる。
2．3．1．旧本宮町の人口推移と「15 歳～ 19 歳」「20 歳～
24 歳」の人口推移
「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」によると、
東京圏への転入超過数の年齢構成うち、「15 歳～ 19 歳」
と「20 歳～ 24 歳」の若い世代が大半を占めていると言
及されている。この原因としては、大学進学時もしくは
大学卒業後の就職時における転入が挙げられている 19。
この点に留意して、旧本宮町における人口推移と「15
歳～ 19 歳」「20 歳～ 24 歳」の人口推移を確認してみる。
図４：旧本宮町の人口推移と「15 歳～ 19 歳」「20 歳～ 24 歳」の人口推移［単位：人］
出所：田辺市「住民基本台帳」をもとに筆者作成 20
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以上、本章で確認した図 1 から図 5 で表した人口推移
をみると、人口減少の状況は同じ田辺市内であっても旧
市町村ごとに異なっており、更に旧市町村内であっても
地区ごとに異なっていることがわかる。
3．田辺市における観光振興組織
本章では、田辺市における観光振興組織の取り組み動
向を確認したく、一般社団法人田辺市熊野ツーリズム
ビューロー（以下、田辺市熊野 TB）と、旧本宮町の熊
野本宮観光協会を取り上げる。
3．1．一般社団法人 田辺市熊野ツーリズムビューロー
3．1．1．概要
田辺市熊野 TB は官民共同の観光プロモーション団体
であり、市町村合併後の翌年である 2006 年に、旧市町
村の既存の 5 つの観光協会（田辺・龍神・大塔・中辺路
町・熊野本宮）を構成団体として設立された。2010 年
には「一般社団法人」の法人格を取得し、同年には第 2
種旅行業に登録された。これにより、「地域に密着した
旅行業」として着地型観光を推進している。
これまでの主な取り組みは 3 点あり、①情報の整理と
発信（観光プロモーション）、②受入地整備とコミュニ
ケーションツールの作成、③着地型旅行業、である。取
り組みの特徴としては、観光プロモーションと着地型観
光を進めるうえで明確なコンセプトを設定したことがあ
げられる。4 点あり、①「ブーム」より「ルーツ」、②「乱
開発」より「保全・保存」、③「マス」より「個人」、④ 
世界に開かれた「上質な観光地」（欧米豪をメインター
ゲットとしたインバウンドの推進）、である。このコン
セプト設定の背景には、2004 年に「紀伊山地の霊場と
参詣道」が世界遺産リスト記載された影響が大きい。「世
界遺産」というグローバルに顕在化する観光資源に着目
し、持続可能な観光地となるよう観光資源と観光者また
は地域外の関係者（旅行会社）などをつなぐ中間組織の
役割も担ってきた。
成果としては、旅行業務に関してウェブ上で予約・決
済できるシステムを導入したことにより、インターネッ
トによる予約件数が大幅に伸び、収益事業が増加したこ
とがあげられる。高橋（2017）は、「専門人材の確保・養成」
と「多様で安定した財源の確保」について、この田辺市
熊野 TB を成功事例として高く評価している。
3．1．2．日本版 DMO 候補法人
2016 年 2 月、田辺市熊野 TB は観光庁より日本版
DMO の候補となりうる法人として登録されている。登
録の区分は「地域 DMO」、つまり「原則として、基礎自
治体である単独の市町村の区域を一体とした観光地域と
して、観光地域づくりを行う組織」である。実際は、自
治体レヴェルでの連携は田辺市であるが、マーケティン
グ ･ マネジメントする区域として事業者レヴェルでは和
歌山県・奈良県・三重県の市町村と連携している 22。
図５：旧本宮町伏拝地区の人口推移と「15 歳～ 19 歳」「20 歳～ 24 歳」の人口推移［単位：人］
出所：田辺市「住民基本台帳」をもとに筆者作成 21
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ここで、観光地経営の戦略を提示するにあたり行われ
ている SWOT 分析を確認してみる。表 1 をみると、好
影響については内部環境と外部環境ともにコンセプトに
沿っており、顕在化する観光資源が網羅的にあげられて
いる。また、悪影響についてみると、内部環境に「観光
関連事業者（宿泊施設・語り部等）の高齢化（長期的課題）」
があげられている。この点をみると、第 2 章で確認した
人口推移が把握されていることがわかる。ただし、潜在
的な地域資源に係る分析結果については、ここではみる
ことができない。
3．2．熊野本宮観光協会
田辺市では、2005 年の市町村合併後も旧町村役場に
行政局が設置されており、住民窓口の役割を担っている。
旧本宮町の本宮行政局では、総務課（総務係、地籍調査
係）、住民福祉課（住民係、保健福祉係）、産業建設課（商
工観光係、農林土木係）、教育事務所が業務を行っている。
旧本宮町には合併以前から熊野本宮観光協会が設立され
ているが、この事務局は本宮行政局産業建設課職員が担
当している 24。主な業務内容は、イベントの企画・実施、
観光案内、そして観光事業者のツアー企画に連携するな
どがあげられる。
事務局は、田辺市が世界遺産「紀伊山地の霊場と参詣
道」のリスト記載 5 周年にあたる 2009 年に建設した世
界遺産熊野本宮館に設置されている。目的は、世界遺産
の構成資産「熊野参詣道」に関する資料の収集・保管・
展示や地域情報の発信拠点である 25。当館には熊野本宮
観光協会の他に、和歌山県世界遺産センター事務局も入
所している。また、事務局スタッフは田辺市の専任職員
だけでなく、有期雇用契約のスタッフも別途採用されて
いる。近年は外国人観光者数が増加しており、熊野本宮
館は旧本宮町を訪問する外国人観光客のためのビジター
センターの役割も担っているため、熊野本宮観光協会で
は英語対応スタッフも常駐している。このように観光者
の受入れに必要な人材ではあるが、行政の場合、スタッ
フの雇用に係る財源はどのようになっているのだろうか。
4．田辺市における観光振興による経済効果：
入湯税
観光振興による経済効果の検証方法は多様である。地
域への観光客数が増加し、一人あたりの消費単価が上が
ると地域での観光消費額が増加する。そのため、観光関
連事業者の売上額や市民税額に連動していると考えられ
るが、調査をすることは難しい。
そのなかにあって温泉地の場合、一つの効果検証の方
出所：日本版 DMO 候補法人 一般社団法人田辺市熊野ツーリズムビューロー「日本版 DMO 形成・確立計画」13 頁掲載 SWOT 分析表をもとに筆者再
　　　作成 23
表１：「戦略」における SWOT 分析
好影響 悪影響
内
　
部
　
環
　
境
強み（Strengths） 
　・世界遺産「紀伊山地の霊場と参詣道」 
　・日本の原風景 
　・「海」「山」「川」の自然、歴史、温泉、人、「梅」や
　　「みかん」の特産品 
　・案内看板等外国人受入体制の整備 
　・宿泊、体験、お弁当等ワンストップで手配 
　・インターネットによる旅行予約・決済 
　・日本語、英語による予約受付 
　・高野熊野特区ガイド
弱み（Weaknesses）
　・交通網の整備不足 路線バス等二次交通
　・観光関連事業者（宿泊施設・語り部等）の高齢化
　　（長期的課題）
外
　
部
　
環
　
境
機会（Opportunity） 
　・世界遺産登録（追加登録） 
　・吉野・熊野国立公園の拡張（海岸沿い） 
　・世界農業遺産登録（梅産業） 
　・国体後の施設活用
　・南紀白浜空港の活用
脅威（Threat）
　・自然環境（台風）
　・事業進出及び観光客増加に伴う、ブランド （受け入れ
　　体制やおもてなし意識等）の低下
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法として「入湯税」をあげることができる。以下では、
田辺市の入湯税収について整理したい。
4．1．入湯税とは何か
入湯税とは、鉱泉浴場に入湯することに対して課せら
れる税金である。地方税法に位置づく「目的税」であり、
①環境衛生施設の整備、②鉱泉源の保護管理施設の整備、
③消防施設その他消防活動に必要な施設の整備、④観光
振興、に要する費用として充当される。
課税主体は田辺市である。税の徴収方法は、市が入湯
税の特別徴収義務者として鉱泉浴場（旅館・ホテル等）
の経営者を指定し、その経営者が入湯客から税額を徴収
する。また、経営者は受け取った入湯税について、翌月
の 15 日までに市へ申告し、納入する。
税率は 1 人 1 日について 150 円であり、標準税率が採
られている。また、課税免除も設けられており、次の４
点のいずれかに該当する場合は免税となる。
（1）年齢 12 歳未満の者
（2）共同浴場又は一般公衆浴場に入湯する者
（3）国、地方公共団体その他公共団体又は公共団体が
市民の健康の増進その他福祉の向上を図るために
設置する施設で、鉱泉浴場における入湯を主たる
目的としないものであるとして市長が指定したも
のに該当する者
（4）修学旅行等、教師の引率の下に行われる学校（学
校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 1 条に規定
する学校（大学を除く。）をいう。）行事に参加す
る者（学生及び教師等の引率者）
4．2．入湯税の使途
田辺市の場合、入湯税の使途となる事業内容は大きく
4 点ある。①合併処理浄化槽設置補助金、②公衆トイレ
整備、③消防庁舎建設ほか消防施設整備、④観光協会補
助金ほか観光振興対策、である。2015 年度の収入額に
ついて、各事業内容における事業費と充当費は次のよう
になっている。
表２：田辺市における入湯税の使途状況（2015 年度）
事業内容 事業費 充当費
合併処理浄化槽設置処理費 94,510 万 3 千円 567 万 3 千円
公衆トイレ整備 5,837 万 7 千円 333 万 5 千円
消防庁舎建設ほか消防施設整備 20 億 4,554 万 6 千円 3,847 万 9 千円
観光協会補助金ほか観光振興対策（観光施設整備を除く。） 4,705 万円 434 万 5 千円
合　計 22 億 4,548 万 6 千円 5183 万 2 千円
出所：田辺市 HP「入湯税」に提示されている表をもとに筆者再作成 26
表 2 をみると、入湯税の充当額は「消防庁舎建設ほか
消防施設整備」が最も高いことがわかる。しかし、各事
業費に占める充当額の割合からすると微々たるものにな
る。ここで留意すべき点として、旧本宮町の熊野本宮温
泉郷において徴収された入湯税の充当先は田辺市全体と
なるため、徴収額がそのまま旧本宮町の観光振興のみに
充当されることはない。
4．3．旧本宮町における宿泊者数と入湯税の推移
それでは旧本宮町に焦点をあてて、宿泊者数の推移と、
それに伴う入湯税の推移を確認してみる。ただし、ここ
で取り上げる統計データは、熊野本宮温泉郷への宿泊者
に限ったものではなく、旧本宮町全体の宿泊施設への宿
泊者数が表されている。
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図 6 は、旧本宮町における宿泊者数を棒グラフで、旧
本宮町内の入湯税の推移を折れ線グラフで表したもので
ある。これをみると、旧本宮町内の宿泊者数は、2004
年の世界遺産リスト記載そして 2005 年の市町村合併以
降も「減少」していることがわかる 27。また、入湯税に
関しても、宿泊者数に比例して減収となっている。その
ため、歴史的温泉地であるにも関わらず、宿泊者数が減
少することについては、原因追求と戦略が必要になるで
あろう。ただし、この統計データは「熊野本宮温泉郷」
とは限らないため、近年増加しつつある温泉地以外の宿
泊施設（ゲストハウスなど）を利用する傾向が増えてい
ることにも注意する必要があるのではないだろうか。
4．4．旧本宮町における外国人宿泊者数の推移
図 7 は、旧本宮町における外国人宿泊者数の推移を棒
グラフで表したものである。上記図 6 では宿泊者数の減
少が確認できたが、図 7 をみると、外国人宿泊者数は増
加傾向にあり、とりわけ近年は急増していることはわか
る。この理由の 1 つには、田辺市熊野 TB によるインバ
ウンド推進に係る取り組みが成功したと言えよう。一方、
温泉地の宿泊業者は増加する外国人観光客へ対し、誘客・
接客が課題となっていることが窺える。
また、宿泊者数増加へ向けた取り組みについて入湯税
との関係でみると、観光振興に係る充当費は少ないなが
らも、観光協会の取り組みを支える財源になることには
間違いない。そのため、入湯税を超過課税もしくは観光
図６：旧本宮町における宿泊者数と入湯税の推移
出所：旧本宮町宿泊客数は熊野本宮観光協会提供資料を、旧本宮町入湯税額は田辺市提供資料を基に筆者作成
図７：旧本宮町における外国人宿泊者数の推移［単位：人］
出所：熊野本宮観光協会提供資料をもとに筆者作成
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振興の特定目的税とするなど、観光振興の財源として還
元できるような仕組みづくりを考えることができるので
はないだろうか 28。
5．考察
以上を踏まえ、①観光者の受入れ担い手である地域住
民、②持続可能な観光資源、そして③地域資源の価値を
生み出す仕組み、の 3 点に焦点をあて、地域再生と地域
経済に資する着地型観光の発展可能性について考察する。
5．1．観光者の受入れ担い手である地域住民
本稿における第 2 章では、田辺市の人口推移の特徴を
確認した。特に、生産年齢人口の状況をみると確実に減
少していくことがわかった。かつ、減少スピードは地域
をどの範囲で捉えるかによって異なっている。
田辺市のなかで観光地として位置づいている旧本宮町
の場合、宿泊業・飲食サービス業が基幹産業であるた
め、顕著な観光資源である温泉地については、観光者を
受け入れる担い手について深刻な人材不足になることを
避けられない。さらに、高齢化率が高いことから、就業
者構造として老年人口（高齢者）によって支えられてい
る現状も否定できず、将来性を考えると雇用環境の問題
に早急に取り組む必要があるだろう。この点は、日本版
DMO 候補法人である田辺市熊野 TB の今後の取り組み
に注目したい。
また、旧本宮町内で受入れを担う観光振興組織として、
熊野本宮観光協会のスタッフの役割が大きい。増加する
観光者に対して細やかなサービスを実施するためには、
プロパータッフの確保が必要である。第 3 章で確認した
ように、雇用財源として例えばであるが、入湯税の展開
可能性についても考えられるのではないだろうか。
5．2．持続可能な観光資源
世界遺産「熊野参詣道」をみると、それ自体は顕著な
観光資源として保存・活用されているものの、旧本宮町
伏拝地区のように周辺地域は限界集落化の状況にある。
当該地域住民は温泉地とは異なり、その地域の地形や気
候との関わりながら日常生活を営むといった非経済的な
ものから世界遺産／観光資源を支える役割を果たしてい
る。そのため、持続可能な観光資源と人口減少問題は、
併せて取り組んでいくべきであろう。
その際、合併後の田辺市としての取り組みは重要であ
るものの、同時に旧市町村単位での観光者の受入れ体制
の構築や持続可能な人材確保を考えることは重要な課題
となってくる。
熊野本宮観光協会スタッフの雇用、熊野本宮温泉郷に
おける雇用、そして世界遺産の文化性を担保する周辺地
域の伝統文化を担う定住人口などは、旧本宮町における
観光消費額増加へ繋がる「稼ぐ力」無くしては見えてこ
ない。
5．3．地域資源の価値を生み出す仕組み
上記 2 点をみると、田辺市では現在、顕著な観光資源
の保存と活用に関する観光振興については十分に取り組
まれていることがわかる。しかし、捉えようとする地域
範囲が大きく、「世界遺産」という顕在化する観光資源
が強調されているため、地域再生についての具体的な実
践イメージは見え難い。
ここで着地型観光に立ち返ると、「地域の資源探し」
から始めることに注目されたい。旧本宮町もしくは伏拝
地区にて 5 つの分野（自然、生活の知恵、歴史・文化、
産業、名人）から地域資源を行う。この整理をすると、
それだけでは非経済的な文化資本に関するものが多く含
まれると想定される。観光資源は、地域の地形や気候、
そして地域文化や生活様式との関わりのなかで生み出さ
れてきたものであるため、経済性／非経済性の両者をつ
なぎ合わせることは可能である。この例として、農産物
があげられる。単品では観光価値が付加できなくても、
地域特有の食文化としてのストーリー構築や交通インフ
ラ・教育を含めた多様な利害関係者の調整によって付加
価値化が可能となる。最終的には、観光消費額や域内調
達率を上げることにもつながるであろう。着地型観光は
この仕組みづくりの手法として発展可能であると考えら
れる。
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